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地球温暖化対策と
税財政のグリーン改革

日本学術会議主催公開講演会

「環境学のフロンティア」

＜脱温暖化社会へのシナリオ＞
（於：名古屋市・鯱城ホール）

2007年3月28日
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温室効果ガス排出量の増減（1990年～2002年）

（UNFCCCホームページより）
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日本政府による「地球温暖化対策」

＊1998年６月：
「地球温暖化対策推進大綱」（旧大綱）

＊2002年３月：
「地球温暖化対策推進大綱」（新大綱）

＊200２年６月：
「地球温暖化対策推進法」改正
「エネルギー使用の合理化に関する法律」改正
「電気事業者による新エネルギー等の利用に関
する特別措置法」制定
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「京都議定書目標達成計画」
(2005年4月）の概要

（目標数値：1990年の基準年比）

（１）国内での排出削減： －0.5％
①エネルギー起源のＣＯ２排出： ＋0.6％

・産業部門：－8.6％
・家庭部門：＋6.0％
・業務その他：＋15.0％
・運輸部門：＋15.1％
・エネルギー転換部門：－16.1％

②非エネルギー起源のＣＯ２排出： －0.3％
③メタン： －0.4％
④一酸化二窒素： －0.5％
⑤代替フロン等３ガス：＋0.1％

（２）吸収と国外からの調達： －5.5％
①森林吸収源： －3.9％
②京都メカニズム（共同実施、ＣＤＭ、排出量取引）：－1.6％
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＊直接規制、経済的手法（税・課徴金､ｅtc.）

＊「京都メカニズム」
（CDM、共同実施、排出量取引）

＊自主的取組みと協定方式
ｅｔｃ．

ＧＨＧ削減の政策的措置
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日本における「環境税」
導入をめぐる議論と経緯

(1)環境庁:「環境税検討会」（1991.11～1994.07）
(2)環境基本法における第22条（「経済的措置」）
をめぐる攻防（1992.10～1993.03）

(3)環境庁:「環境に係る税・課徴金等の経済的手法
研究会」（1994.08～1997.07）

(4)運輸省政策審:「自動車関係諸税のグリーン化」
の答申（1999.05）

(5)環境省:「地球温暖化対策税制専門委員会」
（2001.10～）と答申（2003.08）
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日本の環境省による
「温暖化対策税」案をめぐって

(1)2004年11月：「環境税の具体案」
(2)2005年10月：「環境税の具体案」
(3)2006年11月：「地球温暖化対策のための

税制のグリーン化の推進」

＞誘因効果（価格弾力性をめぐる論点）
＞税収効果（既存税と使途をめぐる論点）
＞アナウンスメント効果（継続性をめぐる論点）
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「税財政のグリーン改革」へ
－求められる「環境保全型税財政改革」－

（１）環境保全の観点からの既存税財政の問い直し
＞ “Green Tax Reform”

(ex．「バッズ課税・グッズ減税」)
＞ “Green Budget Reform”
(ex.「財政支出・補助金のグリーン改革」）

（２）「環境保全のための政策統合」の推進
＞ とくに環境保全の観点からのエネルギー
政策・都市政策・交通政策等の転換


